
平成 16年事業年度財務諸表の公表にあたり 
 

 東京工業大学は“研究大学”として，研究力に加えて教育力においても国内だけではなく国際的にも高く

評価されてきた。法人化にあたり，国立大学法人東京工業大学の長期目標を“世界最高の理工系総合大学”

の実現と定め，さらに高水準の研究力と教育力を備えた，21世紀の科学技術をリードする“世界の理工系総

合大学”へと絶えず進化し続けるという方針を明確にした。この目標達成のために行った法人化初年度であ

る平成１６事業年度の代表的な事業及び財務諸表をここに公表する。 

 

【世界に通じる人材の育成】 

基本的方針を「国際的リーダーシップを発揮できる創造型人間の育成」として，創造性と国際性を備

えた学部・大学院卒業生の輩出を目指した諸施策を実施した。 

＜創造性育成＞ 

２件の特色ある大学教育プログラム（特色 GP）「進化する創造性教育」「コアリッションによる工

学教育の相乗的改革」を中心に，独自の取り組みを進めた。また，「ものつくり教育研究支援センター」

を設置し，ものつくり教育を強力に推進した。 

＜技術経営（MOT）＞ 

技術経営（MOT）に卓越した人材を輩出するため，専門職学位課程（修士）に加えて博士後期課程を

有する本学独自の大学院イノべーションマネジメント研究科の設置申請，認可を得た。 

＜プロジェクトマネージング(PM)コース＞ 

21 世紀 COE プログラム「産業化を目指したナノ材料開拓と人材育成」において，ビジネスフロント

で活躍中の人材を教授陣に加えて，ケーススタディを中心とした実践的教育を行い，科学技術の内容を

正しく，またグローバルに理解でき，かつプロジェクトを企画・運営できる能力を有する人材の育成を

図った。 

＜博士一貫コース＞ 

21 世紀 COE プログラム「フォトニクスナノデバイス集積工学」において，修士課程・博士後期課程

を一貫して教育する「博士一貫コース」を新設し，「グローバルに活躍できる人材」の育成を図った。 

＜英語教育改革＞ 

国際的リーダーシップを発揮できる人材として必要な英語口語表現力の増強を目標に，科学技術に関

するディベート力を習得できる授業科目の開設，表現力向上の進展をチェックするための外部テストの

活用などからなる英語教育改革案を取りまとめた。また，キャンパスの英語環境を強化するために 2004

年を「English Year 2004」とし，“水曜英語フォーラム”，“イングリッシュ・スピーチコンテスト”，

“TOEFL/TOEICコンペティション”などを実施したほか，HUB International Communications Space を開

設し，恒常的に英語に接する環境を醸成した。 

＜東工大学生リーダーシップ賞＞ 

知力，創造力，人間力，活力等の素養に溢れた学部２，３年生を対象に，特に優れた学生を学長が選

考し，表彰した。 

 

 



【世界に誇る知の創造】 

独創的・萌芽的研究の活性化を図り，知のフロンティアを拓くとともに，すでに国際水準にある 12

件の“21世紀 COEプログラム”を全学体制で重点支援した。 

＜世界最高水準の研究教育拠点の形成：21世紀 COEプログラム＞ 

研究戦略室に「21 世紀 COE 拠点リーダー会議」を設置して体系的に運営し，学長裁量経費・学長裁

量スペースなどの学内資源を重点的に配分し，研究教育活動の支援を行った。 

＜東工大挑戦的研究賞＞ 

世界最先端の研究推進，未踏分野の開拓，萌芽的研究の革新的展開または解決が困難とされている重

要課題の追求等に果敢に挑戦している独創性豊かな若手研究者を学長が選考し，表彰するとともに，研

究費の重点配分を行った。 

 

【知の活用による社会貢献】－産学連携・国際連携－ 

＜知的財産ポリシー＞ 

本学における知的財産の創出，保護，管理，活用に係る基本的方針を定めた。この知的財産ポリシー

の基本的考え方に沿って，発明について大学帰属の原則を適用し，発明の評価，権利化，活用等の実務

を産学連携推進本部において一元的に実施した。 

＜組織的連携協定＞ 

大学と企業のトップ同士が署名する連携協定に基づき，大学トップが研究の進捗状況などに責任を持

つ組織的な産学連携研究を積極的に推進した。平成 16年度末までに締結した組織的連携協定は８件（製

造業６社，非製造業２社）に達した。 

＜東工大発ベンチャーの育成＞ 

本学での研究成果等に基づいて設立されたベンチャー企業に，「東工大発ベンチャー」の称号授与制

度を推進するとともに、学内ベンチャー施設への優先的入居等の優遇処置を行った。また，本学同窓会

である蔵前工業会向けの「蔵前ベンチャー相談室」の開設を支援した。平成 16年度末の称号授与社総数

は 29社に達した。 

＜海外拠点＞ 

海外オフィスをタイ(バンコク)，中国（北京），フィリピン(マニラ)の３カ所に拡充し，海外拠点運

営室を国際室の下に新設してこれらを管轄することとした。これにより，国際展開活動をより効果的・

効率的に行う体制が整った。  

＜清華大学との大学院合同プログラム＞ 

新たに社会理工学コース（博士後期課程）を大学院合同プログラムに加えた。また，既設のナノテク

コース，バイオコースでは，これまでの修士課程に加え，博士後期課程も対象に加えた。 

 



（単位：千円）
資産の部
Ⅰ　固定資産
　　１　有形固定資産

土地 139,323,320
建物 48,814,033
　　減価償却累計額 2,395,110 46,418,922
構築物 2,694,848
　　減価償却累計額 223,078 2,471,770
工具器具備品 16,672,707
　　減価償却累計額 4,953,670 11,719,036
図書 8,377,674
美術品・収蔵品 285,231
船舶 9,203
　　減価償却累計額 1,543 7,659
車両運搬具 22,813
　　減価償却累計額 4,644 18,169
研究用放射性同位元素 4,345
　　減価償却累計額 266 4,078
建設仮勘定 3,841,596
その他の有形固定資産 0
　　       有形固定資産合計 212,467,460

　　２　無形固定資産
特許権 9,156
ソフトウェア 165,493
電話加入権 735
特許権等仮勘定 70,257
　　       無形固定資産合計 245,642

　　３　投資その他の資産
長期性預金 1,000,000
　　       投資その他の資産合計 1,000,000
　　  　　　           固定資産合計 213,713,102

Ⅱ　流動資産
現金及び預金 9,836,731
未収学生納付金収入 54,241
    徴収不能引当金 1,311 52,930
たな卸資産 3,183
前払費用 4,794
未収収益 2,043
未収入金 91,589
その他の流動資産 6,813
　　　　　　           流動資産合計 9,998,085
　　　　　　　　             資産合計 223,711,187

負債の部
Ⅰ　固定負債

資産見返負債
　　資産見返運営費交付金等 1,311,041
　　資産見返寄附金 1,119,945
　　資産見返物品受贈額 15,270,130
　　建設仮勘定見返施設費 1,748,914 19,450,031
長期借入金 7,623,732
引当金
　　退職給付引当金 56,706 56,706
長期リース債務 475,800
　　　　　　　　　　　固定負債合計 27,606,270

Ⅱ　流動負債
運営費交付金債務 431,570
寄附金債務 4,707,323
承継剰余金債務 4,705
前受受託研究費等 616,607
前受受託事業費等 2,147
預り科学研究費補助金等 508,205
預り金 202,729
一年内返済予定長期借入金 3,811,866
未払金 4,529,323
未払費用 313,375
未払消費税等 56,052
短期リース債務 890,871
　　　　　　　　　　　流動負債合計 16,074,778

貸　　借　　対　　照　　表
平成１７年３月３１日現在



　　　　　　　　　　　　　　負債合計 43,681,049

資本の部
Ⅰ　資本金

政府出資金 179,557,768
　　　　　　　　　　　　資本金合計 179,557,768

Ⅱ　資本剰余金
資本剰余金 2,810,368
損益外減価償却累計額（－） △ 3,190,605
　　　　　　　　　資本剰余金合計 △ 380,237

Ⅲ　利益剰余金
当期未処分利益 852,607
（うち当期総利益 852,607 ）
　　　　　　　　　利益剰余金合計 852,607
　　　　　　　　　　　　　資本合計 180,030,138
　　　　　　　　　　負債資本合計 223,711,187

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）



（単位：千円）

経常費用
　　　業務費

教育経費 1,970,876
研究経費 6,576,124
教育研究支援経費 2,258,918
受託研究費 3,126,755
受託事業費 121,816
役員人件費 116,147
教員人件費 14,625,889
職員人件費 5,198,141 33,994,670

　　　一般管理費 2,175,669
　　　財務費用

支払利息 29,257
為替差損 67 29,325

　　　雑損 43,089
　　経常費用合計 36,242,753

経常収益
　　  運営費交付金収益 22,388,060
      授業料収益 4,924,199
      入学金収益 886,044
      検定料収益 204,931
      受託研究等収益（政府等） 2,731,973
      受託研究等収益（その他） 817,552
      受託事業等収益（政府等） 125,192
      寄附金収益 979,884
      施設費収益 8,237
      資産見返負債戻入 3,232,096
      承継剰余金債務戻入 794
      財務収益

受取利息 3,960 3,960
      雑益

財産貸付料収入 141,855
科学研究費補助金等間接経費収入 466,607
その他の雑益 126,462 734,925
　　経常収益合計 37,037,851
　　　　　経常利益 795,097

臨時損失
      承継消耗品費 3,951,636

　　臨時損失合計 3,951,636

臨時利益
      債権受贈益 57,509
      物品受贈益 3,951,636

　　臨時利益合計 4,009,146

当期純利益 852,607

当期総利益 852,607

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

損    益    計    算    書
自　平成１６年４月１日　

至　平成１７年３月３１日



（単位：千円）
Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー

業務費及び一般管理費支出 △ 9,682,681
人件費支出 △ 18,068,611
預り科学研究費補助金等支出 △ 5,893,368
預り金支出 △ 915,994
運営費交付金収入 24,048,218
授業料収入 3,984,958
入学金収入 869,688
検定料収入 204,931
受託研究等収入 4,178,899
受託事業等収入 127,339
財産貸付料収入 141,808
科学研究費補助金等間接経費収入 466,607
承継剰余金収入 5,499
その他の雑益 59,968
寄附金収入 1,027,383
預り科学研究費補助金等収入 6,011,812
預り金収入 934,308
　　小計 7,500,766
国庫納付金の支払額 －
業務活動によるキャッシュ・フロー 7,500,766

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 15,600,000
定期預金の払戻による収入 12,300,000
有形固定資産及び無形固定資産の取得による支出 △ 3,035,750
有形固定資産及び無形固定資産の売却による収入 2,047
施設費による収入 2,007,717
　　小計 △ 4,325,986
利息及び配当金の受取額 3,303
 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 4,322,682

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
リース債務の返済による支出 △ 854,112
　　小計 △ 854,112
利息の支払額 △ 26,597
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 880,709

Ⅳ 資金に係る換算差額 －
Ⅴ 資金増加額（又は減少額） 2,297,374
Ⅵ 資金期首残高 3,639,356
Ⅶ 資金期末残高 5,936,731

（記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。）

キャッシュ・フロー計算書

至　平成１７年３月３１日

自　平成１６年４月１日　


